
解解解解    禁禁禁禁    日日日日    時時時時    

 

        

 

 

 

新新新新    聞聞聞聞 ９月９月９月９月１１１１７７７７日（水）朝刊日（水）朝刊日（水）朝刊日（水）朝刊 ラジオ・テレビラジオ・テレビラジオ・テレビラジオ・テレビ・・・・ インターネットインターネットインターネットインターネット 

９月１９月１９月１９月１６６６６日（火）１６時５０分（価格一覧情報除く）日（火）１６時５０分（価格一覧情報除く）日（火）１６時５０分（価格一覧情報除く）日（火）１６時５０分（価格一覧情報除く） ９月９月９月９月１１１１７７７７日（水）日（水）日（水）日（水）    ０時００分（価格一覧情報）０時００分（価格一覧情報）０時００分（価格一覧情報）０時００分（価格一覧情報） 

 

報報報報        道道道道        資資資資        料料料料    

  令和７年９月９日  県土マネジメント部まちづくり推進局  県土利用政策課土地政策係  担当：大木、田中  電話：0742-27-8484（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）  内線：64164、64165 
 

令和令和令和令和７７７７年奈良県地価調査結果の公表について年奈良県地価調査結果の公表について年奈良県地価調査結果の公表について年奈良県地価調査結果の公表について 

 

 

 国土利用計画法施行令に基づき、令和７年７月１日における基準地の１㎡（林地は 10

アール）当たりの価格を調査した結果を公表します。 

 

１．対象区域及び地点数１．対象区域及び地点数１．対象区域及び地点数１．対象区域及び地点数 

３９市町村、２７５地点（昨年２７５地点） 

 

２．地点数及び対前年平均変動率２．地点数及び対前年平均変動率２．地点数及び対前年平均変動率２．地点数及び対前年平均変動率                    （単位：％、▲はマイナス） 

                                           

    
 

 

 

 

 

 

用   途 地点数 ※ 令和７年 令和６年 

 住  宅  地 ２１１（２１１） ▲０．７   ▲０．７ 

 宅地見込地 ５（  ５） ▲０．７   ▲０．７ 

 商 業 地 ４６（ ４６） １．３    １．２ 

 工 業 地 ８（  ８） ３．８    ３．８ 

全 用 途 ２７０（２７０） ▲０．２   ▲０．３ 

林   地 ５（  ５） ▲４．１   ▲４．０  
計 ２７５（２７５） - - 

※（  ）内は昨年からの継続地点数。



３．地価動向及び特徴３．地価動向及び特徴３．地価動向及び特徴３．地価動向及び特徴 

  ○全用途（林地除く。）の平均変動率は、平成２０年以降１８年連続の下落となったが、

下落率は縮小した。 

  ○用途別では、住宅地は前年と同率の下落幅となり、商業地は上昇率が拡大し、工業

地は前年と同率の上昇幅となった。 

〈住 宅 地〉 

○ 平均変動率は、１７年連続の下落となり、前年と同率の下落幅となった。[資料①P 

2] 

○ 継続調査２１１地点のうち、上昇が５０地点、横ばいが３１地点、下落が１３０地

点であった。[資料①P3] 

○ 鉄道駅徒歩圏等の利便性の優れた地域は旺盛な需要が継続している。一方で、郊外

の利便性に劣る地域においてはやや減退気味で地価はほぼ横ばいから弱含み傾向

である。[資料①P6,12] 

○人口減少、高齢化が進行する県南部地域では、需要は依然低調である。[資料①P8,1

2] 

〈商 業 地〉 

○ 平均変動率は、３年連続の上昇となり、上昇率が若干拡大した。[資料①P2] 

○ 継続調査４６地点のうち、上昇が２３地点、横ばいが１３地点、下落が１０地点で

あった。[資料①P3] 

○ 近鉄奈良駅、JR奈良駅周辺及び近鉄奈良線新大宮駅周辺商業地等、奈良市の中心商

業地を中心として上昇幅が拡大した。 [資料①P6，12] 

○ 橿原市、生駒市、香芝市、王寺町においては、駅周辺の商業地や路線商業地におい

て、需要が比較的堅調であること等から、上昇傾向が継続した。[資料①P12] 

◯ 県南部においては、周辺の大型店舗への顧客流出、人口減少及び少子高齢化による

背後住宅地の衰退等により依然下落傾向となっている。[資料①P8,12] 

〈工 業 地〉 

○ 平均変動率は、１２年連続の上昇となり、前年と同率の上昇幅となった。[資料①P 

2] 

○ 継続調査８地点はすべて上昇した。[資料①P10] 

○高速道路等のインフラが充実している大和郡山市の昭和工業団地、大阪東部とのアク

セスが良好な生駒市の学研生駒テクノエリア、五條市のテクノパークなら工業団地、

御所市の御所工業団地等、災害リスクの小さい内陸部の工業地において需要が概ね

堅調であり、上昇傾向が継続している。     以上以上以上以上 


